
平成19年８月10日

農林水産省大臣官房統計部

担い手の経営状況の変化に関する分析
（水田作経営）

【平成17年営農類型別統計の調査客体のうち７年から継続している客体を対象】

　本分析は、平成７年時点で担い手（主業農家注）であった個々の農家の経営状況が、10年間でど

のように変化したかを追跡してみることにより、

　　①　単に毎年の平均値だけではわからない、継続した客体の変化を分析

　　②　個々の客体の経営の変化をより詳細に分析

することを目的に実施した。

　　　　注：農業所得が主で、65歳未満で農業従事60日以上の者がいる農家
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表　主要項目の動向（１戸当たり平均）（水田作のうち、７年時点で主業）
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１　継続客体（平成７年時点の主業農家）でみた水田作1戸当たり農業所得・総所得の推移

　

　

１
戸
当
た
り
農
業
所
得
等

（
棒
グ
ラ
フ

）

（時間）
１
戸
当
た
り
家
族
農
業
労
働
時
間

（
折
線
グ
ラ
フ

）

図　農業所得等の動向（水田作のうち、７年時点で主業）

注１：　平成17年水田作経営統計調査客体のうち、平成７年から継続し、７年時点で主業である
　　　調査客体を対象とした。（１１４客体）
注２：　このため、総和平均で集計しており、全国の地域別、階層別等を代表した配分とならな
　　　いことから、傾向は概ね見ることができるものの、水準は必ずしも全国の実態を表したも
　　　のではない。
注３：　平成７年及び12年の農業所得等は、平成17年の数値との継続を図るため、過去の調査項
　　　目から共済・補助金等を抜き出して農業所得に含めること等によりできるだけ合致させた。
　４：　平成７年及び12年の総所得は、平成17年の数値との継続を図るため、個別農家ごとに農
　　　外所得及び年金等収入から関与者以外に係る分を控除して集計した。
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○　米価等が下落する中、主業農家は経費の抑制及び大幅な省力化を図りつつ、経営規模を拡大。

○　１戸当たり農業所得は減少するも、１時間当たり農業所得は10年前と概ね同水準。

○　１戸当たり総所得については、減少した農業労働時間の活用等による農外所得の増加や、年金等収入の増加により、
　10年前と概ね同水準。

・　原油価格の高騰、作業委託の進展に伴う経費の増大はあるものの、総じて経営の効率化により規模拡大に伴う経費の増大を抑制。
・　農機具の高性能化等を通じた省力化により家族労働時間を減少。
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経営規模・農業所得の増減分布図（平成７年から17年への増減）

 ２　規模拡大した調査客体の農業所得増減別にみた農業経営の動向

表　主要項目の動向（１戸当たり）
（水田作、７年時点で主業のうち、規模拡大した客体）

Ａ Ｂ
所得が増加 所得が減少

時間 3 409 2 859 ▲  5 ▲ 22 

ａ 1 444  774 68 47 

う ち 、借 入地 〃  808  305 124 138 

〃  893  526 30 28 

ａ  622  101 221 140 

万円  912  293 60 ▲ 45 

　 １ 時 間当 たり 円 2 675 1 025 69 ▲ 29 

万円 2 182  961 36 ▲ 13 

稲 作 〃 1 232  595 15 ▲　9 

麦 ・ 豆 類 〃  280  52 195 86 

野 菜 〃  177  106 ▲  4 ▲ 42 

〃 1 270  668 23 15 

〃  119  135 20 42 
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注１：　平成17年水田作経営統計調査客体のうち、平成７年から継続し、７年時点で主業でかつ、規模拡大した調査客体を対象とした。
　　　（Ａ(農業所得が増加)：２４客体、Ｂ(農業所得が減少)：５０客体）
注２：　このため、総和平均で集計しており、全国の地域別、階層別等を代表した配分とならないことから、傾向は概ね見ることができるものの、水準は必ずしも全国の実態を表したものではない。
注３：　平成７年及び12年の農業所得等は、平成17年の数値との継続を図るため、過去の調査項目から共済・補助金等を抜き出して農業所得に含めること等によりできるだけ合致させた。
　４：　平成７年及び12年の総所得は、平成17年の数値との継続を図るため、個別農家ごとに農外所得及び年金等収入から関与者以外に係る分を控除して集計した。

・　Ｂグループは、米価の下落及び野菜収入の減少が農業所得減少の大きな要因。

○　全体的に農業所得が減少する中、規模拡大等により農業所得が増加した主業農家（Ａグループ）も相当数存在。

・　Ａグループは、稲作収入の増加、作付け拡大に伴う麦・豆類収入の大幅増加が農業所得増加の大きな要因。

○　一方、規模拡大しつつも農業所得が減少した主業農家（Ｂグループ）も多く、これらでは、総所得も減少しているが、
　農外所得及び年金等収入がＡグループよりも大きく増加。
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３　規模拡大した調査客体の農業所得の増減要因分析

注：　前ページ分布図のＡグループのうち、平成７年に比べて田畑面積が１ha以上増加し、かつ、農業所得で200万円以上増加した12客体と、Ｂグ
　　ループのうち、平成７年に比べて田畑面積が１ha以上増加し、かつ、農業所得で200万円以上減少した13客体について、個別結果表を基に、農
　　業所得の増減要因を更に詳しく分析してみた。

　　○　Ａグループは、経営の効率化によるコスト縮減に加え、経営の複合化・米のブランド化等にも取り組み、

　　　農業所得の増大を図っている。

コスト縮減の主要因（面積当たりでみると）

　　・　規模拡大によるスケールメリットが出現（特に、農機具等の償却費の減少が大きく寄与）

　　・　減農薬栽培等による肥料・農業薬剤費等の減少

　　・　米に比べてコストの掛からない麦・大豆の作付面積の増加

　　○　Ｂグループでは、コスト縮減を図っている客体も多く存在するが、総じて経営の効率化や複合化等の

　　　取組が遅れ、農業粗収益の増加が図られていない。

農業粗収益減少の主要因（１戸当たりでみると）

　　・　米価格の下落による稲作収入の減少

農業粗収益増加の主要因（１戸当たりでみると）

　　・　減農薬等のブランド米の直販による単価アップで稲作収入が増加

　　・　麦・大豆の作付増加等による麦・大豆収入や制度受取金等の増加

　　・　野菜収入や受託収入等、水田作作物以外の複合収入の増加

コスト増加の主要因（面積当たりでみると）

　　・　平均値ではスケールメリットによりコストが縮減しているものの、増加した客体では、農機具の償却

　　　費などの増加が大きく寄与
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